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1.  平成23年3月期の連結業績（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期 15,673 11.6 245 ― 379 ― 265 ―
22年3月期 14,042 △18.6 △214 ― △90 ― △499 ―

（注）包括利益 23年3月期 257百万円 （―％） 22年3月期 △440百万円 （―％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

23年3月期 6.86 ― 2.1 1.9 1.6
22年3月期 △12.90 ― △3.9 △0.5 △1.5

（参考） 持分法投資損益 23年3月期  ―百万円 22年3月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期 19,933 12,619 63.3 325.84
22年3月期 19,378 12,479 64.4 322.15

（参考） 自己資本   23年3月期  12,619百万円 22年3月期  12,479百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

23年3月期 1,040 △736 △140 2,796
22年3月期 109 801 △117 2,632

2.  配当の状況 

 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

22年3月期 ― 0.00 ― 3.00 3.00 116 ― 0.9
23年3月期 ― 0.00 ― 3.00 3.00 116 43.7 0.9
24年3月期(予想) ― 0.00 ― 3.00 3.00 35.2

3.  平成24年3月期の連結業績予想（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 
（％表示は、通期は対前期、第2四半期(累計)は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 10,050 29.9 70 △60.0 100 △60.1 100 △11.8 2.58
通期 18,800 19.9 280 14.2 330 △13.1 330 24.1 8.52



4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無  

(2) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

新規 ―社 （社名） 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う変更  ： 有
② ①以外の変更  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期 41,207,730 株 22年3月期 41,207,730 株
② 期末自己株式数 23年3月期 2,477,792 株 22年3月期 2,469,308 株
③ 期中平均株式数 23年3月期 38,735,165 株 22年3月期 38,745,732 株

（参考）個別業績の概要 

1.  平成23年3月期の個別業績（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期 15,590 12.3 236 ― 373 ― 262 ―
22年3月期 13,878 △18.1 △231 ― △89 ― △493 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

23年3月期 6.78 ―
22年3月期 △12.73 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期 19,911 12,610 63.3 325.61
22年3月期 19,345 12,474 64.5 322.01

（参考） 自己資本 23年3月期  12,610百万円 22年3月期  12,474百万円

2.  平成24年3月期の個別業績予想（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 
（％表示は、通期は対前期、第2四半期(累計)は対前年同四半期増減率）

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく財務諸表の監査手続は終
了していません。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
上記予想は現時点で入手可能な情報に基づき算出したものであり、実際の業績は今後の様々な要因によって異なる可能性があります。 
上記予想の関連事項については、添付書類３ページ「次期の見通し」をご参照下さい。 

売上高 経常利益 当期純利益 1株当たり当期純利
益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 10,000 30.1 100 △60.0 100 △12.5 2.58
通期 18,700 19.9 330 △11.6 330 25.7 8.52
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１．経 営 成 績 

（１）経営成績に関する分析 

 ① 当期の経営成績 

当連結会計年度における日本経済は、海外経済の回復や日本政府の各種政策効果などを背景

に個人消費や設備投資に持ち直しの動きが見られました。 

当社グループの関連業界につきましても、一部に東日本大震災の影響が見られたものの需要

動向は概ね改善いたしました。 

このような状況下、当社グループは既存製品及び新規製品の拡販、適正な価格水準の確保、

固定費等総コストの抑制に取り組んでまいりました。 

その結果、当連結会計年度における経営成績は、多くの製品において販売数量が増加し、売

上高は15,673百万円（前年度比1,631百万円増収・11.6％増）となりました。損益面につきまし

ても販売数量の増加とこれに伴う増産効果により、営業利益は245百万円（前年度は214百万円

の営業損失）、経常利益は379百万円（前年度は90百万円の経常損失）となり業績は大幅に改善

いたしました。 

また、第１四半期において「資産除去債務に関する会計基準」の適用に伴い資産除去債務82

百万円を特別損失として計上したほか、東日本大震災の影響により一部の原材料・資材等の調

達が困難になったため、一部の製造設備を休止したことによる減産損並びに設備の原状復旧費

用等106百万円を特別損失として計上いたしました。 

一方、業績の回復に伴う繰延税金資産の回収可能性の見直しの結果、当連結会計年度末にお

いて回収が確実と見込まれる部分について繰延税金資産を計上したため、税金費用（法人税等

調整額）が78百万円の減額となりました。 

以上の結果、当期純利益は265百万円（前年度は499百万円の当期純損失）となり３期ぶりに

黒字転換を果たしました。 

 

（事業別の概況） 

○ 化学品事業 

・有機酸製品 

無水フタル酸は、輸出販売数量が減少しましたが国内需要の回復により増収となりました。 

その他の有機酸につきましては、コハク酸は拡販努力により大幅な増収となりました。フマ

ル酸は、原料価格上昇に対処した製品価格の是正により増収となりました。 

なお、リンゴ酸については、中期経営計画の一環として進めてきた経営資源の千鳥地区への

集約に伴い生産及び販売を終了いたしました。 

・有機酸系誘導品 

可塑剤は、販売数量が増加し増収となりました。 

マキシモール®は、上半期における住宅着工件数の低迷が響き減収となりました。 

・キノン系製品 

パルプ蒸解助剤ＳＡＱ®は、需要の回復により販売数量が増加し増収となりました。アントラ

キノンは、輸出販売数量が増加し大幅な増収となりました。ナフトキノン、脱硫触媒ＮＱＳ®及

び農薬原体アセキノシルは、販売数量が増加し増収となりました。 

以上の結果、化学品事業全体としての売上高は15,590百万円（前年度比1,711百万円増収・

12.3％増）、営業利益は236百万円（前年度は231百万円の営業損失）となりました。 

○ その他の事業 

その他の事業につきましては、業務受託量が減少したため売上高は83百万円（前年度比80百

万円減収・49.1％減）、営業利益は０百万円（前年度比５百万円減益・97.8％減）となりました。 
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（東日本大震災の被害状況） 

本年３月11日に発生した東日本大震災の影響により、化学品事業において一部製品の製造設

備が低稼働操業を余儀なくされ固定費負担が増加したこと並びに自動立体倉庫の被災により一

部製品の出荷に支障を来たしたほか、東日本のお客様への販売数量が減少したことにより、当

連結会計年度の業績は前年度に比べ大幅な改善となりましたものの、期首の予想数値を下回る

結果となりました。 

また、当社グループの被害状況につきましては、人的な被害はなく、物的な被害につきまし

ては当社川崎工場において自動立体倉庫が断線により入出庫不能となりましたものの、その他

の建物や製造設備については大きな被害はありませんでした。 

なお、休止又は低稼働操業となっていた各製造設備につきましては３月中に通常の稼働に復

しており、自動立体倉庫につきましても４月12日に完全復旧いたしました。 

 

 ② 次期の見通し 

平成23年度の経営環境につきましては、東日本大震災による生産活動の停滞、輸出の減少、消

費者心理の冷え込み等により景気の落ち込みが懸念されております。 

化学業界におきましても、原油をはじめとする資源価格高騰の影響や政府から各企業に求めら

れる夏場の電力削減要請への対処など先行きに大きな懸念材料を抱えており、決して楽観でき

る情勢ではありません。 

このような状況下、当社グループといたしましては、資源価格高騰に対処した適正な価格水準

の確保、電力削減下での効率的な生産による減産幅の最小化に取り組んでまいります。 

次期の連結業績見通しにつきましては、売上高18,800百万円、営業利益280百万円、経常利益

330百万円、当期純利益330百万円を見込んでおります。 

 

（２）財政状態に関する分析 

① 資産、負債及び純資産の状況 

当連結会計年度末における総資産は 19,933 百万円となり、前連結会計年度末に比べ 554 百

万円増加いたしました。 

流動資産は、主に未収入金は減少しましたが、売掛金及び繰延税金資産が増加したことに

より、前連結会計年度末に比べ 160 百万円増加し、9,497 百万円となりました。 

固定資産は、主に無形固定資産（リース資産）の増加により、前連結会計年度末に比べ 393

百万円増加し、10,436 百万円となりました。 

当連結会計年度末における負債合計は 7,313 百万円となり、前連結会計年度末に比べ 414

百万円増加いたしました。  

流動負債は、主に買掛金は増加しましたが、未払費用が減少したことにより、前連結会計

年度末に比べ 62 百万円減少し、3,809 百万円となりました。 

固定負債は、主に資産除去債務及びリース債務の計上により、前連結会計年度末に比べ 477

百万円増加し、3,503 百万円となりました。 

当連結会計年度末における純資産は 12,619 百万円となり、前連結会計年度末に比べ 140 百

万円増加いたしました。 

株主資本は、主に配当金の支払いによる減少要因はありましたものの、当期純利益 265 百

万円の計上により利益剰余金が増加したため、前連結会計年度末に比べ 148 百万円増加し、

9,666 百万円となりました。 

その他の包括利益累計額は、保有株式の時価評価の減少に伴うその他有価証券評価差額金

の減少により、前連結会計年度末に比べ 8百万円減少し、2,953 百万円となりました。 
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② 当連結会計年度のキャッシュ・フロー 

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末

に比べ 163 百万円増加し、当連結会計年度末には、2,796 百万円となりました。 

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりでありま

す。 

（イ）営業活動によるキャッシュ・フロー 

営業活動の結果得られた資金は1,040百万円（前連結会計年度比848.3%増）となりました。 

収入の主な内訳は、税金等調整前当期純利益 190 百万円、減価償却費 778 百万円、仕入債

務の増加 519 百万円であり、支出の主な内訳は、売上債権の増加 547 百万円であります。 

（ロ）投資活動によるキャッシュ・フロー 

投資活動の結果使用した資金は 736 百万円（前連結会計年度は 801 百万円の収入）となり

ました。 

支出の主な内訳は、有形固定資産の取得による支出 767 百万円、有形固定資産の除却によ

る支出 644 百万円であり、収入は有形固定資産の売却による収入 687 百万円であります。 

（ハ）財務活動によるキャッシュ・フロー 

財務活動の結果使用した資金は 140 百万円（前連結会計年度比 19.3%増）となりました。 

支出の主な内訳は、配当金の支払額 116 百万円、リース債務の返済による支出 23 百万円

であります。 

 

③ 指標のトレンド 

 平成20年 3月期 平成21年 3月期 平成22年 3月期 平成23年 3月期

自己資本比率（％） 60.5 66.3 64.4 63.3 

時 価 ベ ー ス の 

自己資本比率（％） 
30.4 17.3 24.6 25.5 

・自己資本比率 ： 自己資本／総資産 

・時価ベースの自己資本比率 ： 株式時価総額／総資産 

１．各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

２．株式時価総額は、期末株価終値 × 期末発行済株式総数（自己株式を除く）により算出しております。 

３．「債務償還年数」「ｲﾝﾀﾚｽﾄ・ｶﾞﾊﾞﾚｯｼﾞ・ﾚｼｵ」の各指標については、有利子負債及び利息支払額が少額のため、

記載を省略しております。 

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

当社は、配当につきましては、業績及び内部留保を考慮しつつ、安定配当を維持・継続してい

くことを基本としております。 

内部留保資金につきましては、新規事業の育成・設備投資等、今後の企業体質の強化のために

有効に活用してまいる所存であります。 

当期の配当につきましては、当初１株につき４円を予定しておりましたが、東日本大震災によ

り期首の業績予想数値からは利益が縮小したこと並びに次期の経営環境は先行きに懸念材料を抱

えていることから、期末配当３円（年間３円）とし６月 29 日開催予定の定時株主総会に提案させ

ていただく予定であります。 

次期の配当につきましては、期末配当３円（年間３円）を予定しております。 
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（４）事業等のリスク 

当社グループの経営成績及び財務状況等に影響を及ぼすリスクには以下のようなものがありま

す。 

（事業全般） 

当社グループの事業のうち、当連結会計年度における化学品事業の外部売上高の連結売上高

に占める割合は 99.5％であります。 

当該化学品事業の主要製品であります無水フタル酸は、その原料に石油系のオルソキシレン

を使用しております。オルソキシレンの価格は原油及びナフサ価格の上昇や製品需給の逼迫等

に伴い上昇するため、この上昇分を製品価格に転嫁できない場合には業績に影響を与える可能

性があります。また、キノン系製品はその原料に石炭系のナフタレンを使用しております。ナ

フタレン価格は、原油及び原料炭の上昇や製品需給の逼迫に伴い上昇するため、この上昇分を

製品価格に転嫁できない場合には業績に影響を与える可能性があります。 

（為替） 

主要原料であるオルソキシレンは、サプライヤーが海外から原油及びナフサを調達して精製

していることから、為替の変動がオルソキシレン価格に反映されるため、為替の変動如何によ

っては、業績に影響を与える可能性があります。 

（新規製品開発） 

当社グループは、「機能化学品の川崎化成への進化」を目指し、キノン系製品の誘導品を始め

とする高機能商品の開発、商品化を進めております。しかしながら、技術開発と商品化のスピ

ードが市場・顧客の技術革新のスピードやニーズの急激な変化に対応できなかった場合には、

業績に影響を与える可能性があります。 

（事故・災害） 

当社グループは、レスポンシブル・ケア活動の実施を宣言し、「環境・安全」の確保を事業活

動の大前提におき、環境保全、保安防災に向けた活動を取り進めております。しかしながら、

当社グループの事業所は神奈川県川崎市に集中していることから、同地区において大規模地震

等の自然災害、設備事故、火災等の操業を中断する事象が発生した場合には、業績に甚大な影

響を与える可能性があります。 

（製品の瑕疵） 

当社グループは、お客様に満足していただける製品を提供するため、国際的な品質マネジメ

ント規格であるISO9001 に従って各種製品を製造、販売しており、品質管理体制には万全を期

しております。しかしながら、当社製品は、工業、食品添加物向け等の中間原料として多方面

に販売していることから、当社製品の瑕疵によりお客様に甚大な損害を与えた場合には、業績

に影響を与える可能性があります。 

（法規制） 

当社グループが行っている事業活動は、環境、安全関連をはじめ各種の法規制の適用を受け

るため、企業倫理憲章の制定、教育による意識向上、報告相談窓口の設置等の取り組みにより

コンプライアンスの確保に努めております。しかしながら、規制が強化、変更された場合には

その対応のためコストの増加等につながり、業績に影響を与える可能性があります。また、こ

れらの規制を遵守できなかった場合には事業活動が制限される可能性があります。 
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２．企業集団の状況 

当社グループ（当社及び連結子会社１社）及びその他の関係会社三菱化学㈱は、化学品事業を主な内

容とし、併せてこれに関連する事業活動を行っております。その事業内容と事業に係る各社の位置づ

け及び事業の種類別セグメントとの関連は次のとおりであります。 

 

（１）化 学品事業・・・当社は、有機酸製品、有機酸系誘導品及びキノン系製品の製造、販売を行

っており、その他の関係会社三菱化学㈱から原料の一部を購入し、製品の

一部を同社へ販売しております。 

 

（２）その他の事業・・・子会社カワカ産業㈱は、施設の管理運営、警備、その他のサービスを行っ

ており、同社は、当社の施設管理、警備、構内諸作業等を行っております。 

 

事業の系統図は次のとおりであります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（当   社）

川崎化成工業㈱

（その他の関係会社） 

㈱三菱ｹﾐｶﾙﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ 

（その他の関係会社） 

三 菱 化 学㈱ 

経営管理 

原料の購入及び 施設管理、警備 

製品の販売 構内諸作業等 （連結子会社）

カワカ産業㈱ 
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３．経 営 方 針 

（１）会社の経営の基本方針 

当社は、企業理念を「常に技術の向上に努め、皆様に満足していただける製品を提供し、化学

工業を通じて社会に貢献します」と定め、経営各般にわたる競争力の強化に努め、事業の拡大と

収益力の強化を図り、株主、お客様、取引先、社員及び地域社会に貢献していくことを経営の基

本方針としております。 

（２）目標とする経営指標 

当社は上記の経営の基本方針に基づき、ステークホルダーから見た企業価値を増大することが

重要であると考え、ＲＯＡ（総資産経常利益率）を経営指標として採用しております。 

平成 19 年度にスタートした５ヵ年の中期経営計画では、最終年度である平成 23 年度のＲＯＡ

５％の達成を目標としておりましたが、千鳥集約化、新規機能化学品 10 品目上市等の主要課題が

概ね計画通りに進捗し、収益体質の強化に向けた基盤整備が出来たこと、また、リーマンショッ

クに端を発した世界的な経済環境の急激な悪化により当社グループを取り巻く事業環境が様変わ

りしたことから１年前倒しで区切りを付け、「機能化学品の川崎化成への進化」を達成するべく新

たな５ヵ年の中期経営計画を平成 23 年４月からスタートいたしました。 

新中期経営計画では、計画最終年度の平成 27 年度は経常利益 14 億円、ＲＯＡ６％の達成を目

標としてまいります。 

（３）中長期的な会社の経営戦略及び会社の対処すべき課題 

新中期経営計画では、前計画の成果である「千鳥集約化により整備されたインフラ」を活用し、

上市を果たした光増感剤アントラキュアー®や重合禁止剤キノパワー®シリーズ等のキノン系誘導

品を中心とした新規機能化学品を事業の柱に育成してまいります。 

そのための具体的な施策として、新規機能化学品の量産試作と本格的な製造ができるマルチプ

ラントを建設し、お客様からの要求に対応可能な供給体制と品質保証体制を構築いたします。 

このほかマキシモール®やコハク酸などについても、エラストマーなど非発泡分野向けや生分解

性樹脂等、お客様のニーズに応えられるよう需要動向を見極め、機会を逸することなく生産能力

の増大を実現してまいります。 

加えて収益の安定の為には無水フタル酸やパルプ蒸解助剤ＳＡＱ®などに代表される「汎用化学

品」の安定した事業運営が必須でありますので、安全・安定操業によるフル生産・フル販売の継

続、運転条件の最適化等によるコストダウンに取り組んでまいります。 

これら諸施策の実現により基本コンセプトである「機能化学品の川崎化成への進化」を名実共

に実現してまいります。 
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４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 212 292

受取手形及び売掛金 4,104 4,651

商品及び製品 1,023 886

仕掛品 379 444

原材料及び貯蔵品 435 509

繰延税金資産 － 132

短期貸付金 2,420 2,503

その他 761 76

貸倒引当金 △0 △0

流動資産合計 9,336 9,497

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 3,469 3,826

減価償却累計額及び減損損失累計額 △1,982 △2,091

建物及び構築物（純額） 1,486 1,735

機械装置及び運搬具 16,500 16,897

減価償却累計額及び減損損失累計額 △14,548 △14,962

機械装置及び運搬具（純額） 1,952 1,935

土地 5,862 5,862

建設仮勘定 4 16

その他 746 743

減価償却累計額及び減損損失累計額 △634 △668

その他（純額） 111 75

有形固定資産合計 9,417 9,624

無形固定資産   

リース資産 － 211

その他 15 13

無形固定資産合計 15 224

投資その他の資産   

投資有価証券 526 511

繰延税金資産 9 7

その他 71 67

投資その他の資産合計 608 586

固定資産合計 10,042 10,436

資産合計 19,378 19,933
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 1,832 2,351

短期借入金 100 100

未払費用 1,304 593

未払法人税等 25 13

賞与引当金 170 174

修繕引当金 61 74

災害損失引当金 － 31

その他 378 469

流動負債合計 3,872 3,809

固定負債   

リース債務 － 176

再評価に係る繰延税金負債 1,955 1,955

繰延税金負債 90 130

退職給付引当金 953 979

役員退職慰労引当金 27 45

資産除去債務 － 216

固定負債合計 3,026 3,503

負債合計 6,899 7,313

純資産の部   

株主資本   

資本金 6,282 6,282

資本剰余金 2,549 2,549

利益剰余金 1,084 1,233

自己株式 △398 △399

株主資本合計 9,517 9,666

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 130 122

土地再評価差額金 2,831 2,831

その他の包括利益累計額合計 2,961 2,953

純資産合計 12,479 12,619

負債純資産合計 19,378 19,933
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 
 連結損益計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

売上高 14,042 15,673

売上原価 12,201 13,264

売上総利益 1,840 2,409

販売費及び一般管理費   

販売費 725 845

一般管理費 1,329 1,318

販売費及び一般管理費合計 2,055 2,163

営業利益又は営業損失（△） △214 245

営業外収益   

受取利息 5 8

受取配当金 24 19

業務受託料 59 62

不動産賃貸料 40 46

その他 14 15

営業外収益合計 144 152

営業外費用   

支払利息 1 1

固定資産処分損 10 7

固定資産除却損 5 6

休止固定資産保険料 － 1

その他 3 0

営業外費用合計 20 17

経常利益又は経常損失（△） △90 379

特別損失   

災害による損失 － 106

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 82

減損損失 434 －

固定資産低稼働損失 345 －

土地売却損 89 －

事業構造改善費用 48 －

特別損失合計 919 189

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損
失（△）

△1,009 190

法人税、住民税及び事業税 4 3

法人税等調整額 △514 △78

法人税等合計 △510 △75

少数株主損益調整前当期純利益又は少数株主損益調
整前当期純損失（△）

－ 265

当期純利益又は当期純損失（△） △499 265
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 連結包括利益計算書 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益 － 265

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 － △8

その他の包括利益合計 － △8

包括利益 － 257

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 － 257

少数株主に係る包括利益 － －
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（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 6,282 6,282

当期末残高 6,282 6,282

資本剰余金   

前期末残高 2,549 2,549

当期変動額   

自己株式の処分 △0 △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 2,549 2,549

利益剰余金   

前期末残高 823 1,084

当期変動額   

剰余金の配当 △116 △116

当期純利益又は当期純損失（△） △499 265

土地再評価差額金の取崩 877 －

当期変動額合計 261 149

当期末残高 1,084 1,233

自己株式   

前期末残高 △396 △398

当期変動額   

自己株式の取得 △1 △1

自己株式の処分 0 0

当期変動額合計 △1 △1

当期末残高 △398 △399

株主資本合計   

前期末残高 9,258 9,517

当期変動額   

剰余金の配当 △116 △116

当期純利益又は当期純損失（△） △499 265

自己株式の取得 △1 △1

自己株式の処分 0 0

土地再評価差額金の取崩 877 －

当期変動額合計 259 148

当期末残高 9,517 9,666
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 71 130

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 58 △8

当期変動額合計 58 △8

当期末残高 130 122

土地再評価差額金   

前期末残高 3,708 2,831

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △877 －

当期変動額合計 △877 －

当期末残高 2,831 2,831

その他の包括利益累計額合計   

前期末残高 3,780 2,961

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △818 △8

当期変動額合計 △818 △8

当期末残高 2,961 2,953

純資産合計   

前期末残高 13,038 12,479

当期変動額   

剰余金の配当 △116 △116

当期純利益又は当期純損失（△） △499 265

自己株式の取得 △1 △1

自己株式の処分 0 0

土地再評価差額金の取崩 877 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △818 △8

当期変動額合計 △558 140

当期末残高 12,479 12,619
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純
損失（△）

△1,009 190

減価償却費 814 778

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 82

減損損失 434 －

土地売却損益（△は益） 89 －

固定資産低稼働損失 82 －

事業構造改善費用 48 －

賞与引当金の増減額（△は減少） △8 4

修繕引当金の増減額（△は減少） △0 12

退職給付引当金の増減額（△は減少） 12 25

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △37 18

災害損失引当金の増減額（△は減少） － 31

受取利息及び受取配当金 △29 △27

支払利息 1 1

有形固定資産除却損 5 6

売上債権の増減額（△は増加） △887 △547

たな卸資産の増減額（△は増加） 432 △1

その他の流動資産の増減額（△は増加） 36 5

仕入債務の増減額（△は減少） 207 519

その他の流動負債の増減額（△は減少） △104 △86

その他 4 7

小計 92 1,019

利息及び配当金の受取額 29 27

利息の支払額 △1 △1

法人税等の支払額 △11 △4

営業活動によるキャッシュ・フロー 109 1,040

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △1,255 △767

有形固定資産の売却による収入 2,063 687

有形固定資産の除却による支出 － △644

無形固定資産の取得による支出 △5 △12

長期前払費用の取得による支出 △0 －

その他 △0 △0

投資活動によるキャッシュ・フロー 801 △736

財務活動によるキャッシュ・フロー   

自己株式の増減額（△は増加） △1 △1

配当金の支払額 △116 △116

リース債務の返済による支出 － △23

財務活動によるキャッシュ・フロー △117 △140

現金及び現金同等物に係る換算差額 － －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 793 163

現金及び現金同等物の期首残高 1,839 2,632

現金及び現金同等物の期末残高 2,632 2,796
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 前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日）  

    該当事項はありません。 

  

 当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日）  

    該当事項はありません。 

  

  

 
  

（５）継続企業の前提に関する注記

（６）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前連結会計年度

(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

１ 連結の範囲に関する事項 子会社、カワカ産業㈱を連結の範囲に
含めております。

同左

２ 持分法の適用に関する事
項

持分法を適用している会社はありませ
ん。

同左

３ 連結子会社の事業年度等
に関する事項

連結子会社の決算日と連結決算日は一
致しております。

同左

４ 会計処理基準に関する事
項

(1) 重要な資産の評価基準
及び評価方法

① 有価証券
 その他有価証券
  時価のあるもの     
   期末日の市場価格等に基づく時

価法(評価差額は全部純資産直
入法により処理し、売却原価は
移動平均法により算定)

① 有価証券
 その他有価証券
  時価のあるもの     
   同左

  時価のないもの
   移動平均法による原価法

  時価のないもの
   同左

 ② たな卸資産 
 主として総平均法による原価法（収
益性の低下による簿価切下げの方法）

② たな卸資産
   同左

(2) 重要な減価償却資産の
減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除
く） 
 定率法(一部の製造部門の機械及び
装置は定額法)によっております。 
ただし、平成10年４月１日以降に取得
した建物(建物附属設備は除く)につい
ては、定額法によっております。 
 なお、主な耐用年数は次のとおりで
あります。  
 建物     ２年～４７年  
 構築物    ３年～５０年  
 機械及び装置 ８年

① 有形固定資産（リース資産を除
く） 
 定率法(一部の製造部門の機械及び
装置は定額法)によっております。 
ただし、平成10年４月１日以降に取得
した建物(建物附属設備は除く)につい
ては、定額法によっております。 
 なお、主な耐用年数は次のとおりで
あります。  
 建物     ７年～４７年  
 構築物    ７年～４５年  
 機械及び装置 ８年

② 無形固定資産（リース資産を除
く）
 定額法によっております。
 なお、耐用年数については、法人税

法に規定する方法と同一の基準によ
っております。

 また、自社利用のソフトウェアにつ
いては社内における利用可能期間
(５年)に基づく定額法によっており
ます。

② 無形固定資産（リース資産を除
く）
 同左
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項目
前連結会計年度

(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

③ リース資産 
所有権移転ファイナンス・リース取
引に係るリース資産
 自己所有の固定資産に適用する
減価償却方法と同一の方法を採用
しております。

所有権移転外ファイナンス・リース
取引に係るリース資産
 リース期間を耐用年数とし、残
存価額を零とする定額法を採用し
ております。

なお、リース物件の所有権が借主に
移転すると認められるもの以外のフ
ァイナンス・リース取引のうち、リ
ース取引開始日が平成20年３月31日
以前のものについては、通常の賃貸
借取引に係る方法に準じた会計処理
によっております。

③ リース資産 
―――――――

  
 

所有権移転外ファイナンス・リース
取引に係るリース資産

 同左

(3) 重要な引当金の計上基
準

① 貸倒引当金
 債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率
により、貸倒懸念債権等特定の債権
については個別に回収可能性を検討
し、回収不能見込額を計上しており
ます。

① 貸倒引当金
 同左

② 賞与引当金
 従業員の賞与の支出に充てるため、

支給見込額に基づき計上しておりま
す。

② 賞与引当金
 同左

③ 役員賞与引当金 
役員の賞与の支出に充てるため、支
給見込額に基づき計上しておりま
す。

③ 役員賞与引当金
 同左

④ 修繕引当金
 主要な機械装置等にかかる定期修繕

費用の支出に備えるため、次回の定
期修繕に要する費用見積額を基礎と
して、当連結会計年度に負担すべき
金額を引当計上しております。

④ 修繕引当金
 同左

――――――― ⑤ 災害損失引当金
東日本大震災の影響で被災した固定
資産の修繕等の費用の支出に備える
ため、その復旧等に必要と認められ
る金額を見積り計上しております。

⑤ 退職給付引当金 ⑥ 退職給付引当金
 従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債
務及び年金資産の見込額に基づき計
上しております。

 なお、過去勤務債務は、その発生時
の従業員の平均残存勤務期間以内の
一定の年数(５年)による定額法によ
り費用処理しております。

 数理計算上の差異は、各連結会計年
度の発生時の従業員の平均残存勤務
期間以内の一定の年数(５年)による
定額法により発生の翌連結会計年度
から費用処理しております。

同左

⑥ 役員退職慰労引当金
 役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、内規に基づく当連結会計年度末
要支給額を計上しております。

⑦ 役員退職慰労引当金
同左
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項目
前連結会計年度

(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

(4) 重要なヘッジ会計の
方法

① ヘッジ会計の方法
 繰延ヘッジ処理を採用しておりま

す。なお、振当処理の要件を充たし
ている場合は、振当処理を採用して
おります。

① ヘッジ会計の方法
同左

② ヘッジ手段とヘッジ対象
 為替予約取引をヘッジ手段とし、輸

出取引の為替変動リスクのみをヘッ
ジ対象としております。

② ヘッジ手段とヘッジ対象
同左

③ ヘッジ方針
 為替予約取引は、輸出成約高の範囲

内で行うこととし、投機目的のため
のデリバティブ取引は行わないこと
としております。

③ ヘッジ方針
同左

④ ヘッジ有効性評価の方法
 ヘッジ手段とヘッジ対象の重要な条

件が一致しているため有効性の評価
を省略しております。

④ ヘッジ有効性評価の方法
同左

(5) その他連結財務諸表作
成のための重要な事項

消費税等の会計処理の方法
 税抜方式によっております。

同左

５ 連結子会社の資産及び負
債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価方法
は、全面時価評価法によっておりま
す。

―――――――

６  のれん及び負ののれんの
償却に関する事項

のれんは、５年間で均等償却しており
ます。 
(のれん及び負ののれんの金額に重要
性が乏しい場合は発生年度において一
時に償却しております。)

―――――――

７ 連結キャッシュ・フロー
計算書における資金の範
囲

連結キャッシュ・フロー計算書におけ
る資金(現金及び現金同等物)は、手許
現金、随時引き出し可能な預金及び容
易に換金可能であり、かつ、価値の変
動について僅少なリスクしか負わない
取得日から３ヶ月以内に償還期限の到
来する短期投資からなっております。

―――――――

（７）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

会計方針の変更

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

―――――――  「資産除去債務に関する会計基準」等の適用

当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計

基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及

び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適

用しております。

これにより、当連結会計年度の営業利益及び経常利

益が16百万円、税金等調整前当期純利益が99百万円減

少しております。
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表示方法の変更

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

（連結貸借対照表） 

 ①「繰延税金資産」（当連結会計年度３百万円）に

ついては、当連結会計年度においては金額が僅少なた

め、流動資産の「その他」に含めて表示しておりま

す。

―――――――

 ②「未払費用」（前連結会計年度636百万円）につい

ては、前連結会計年度において流動負債の「その他」

に含めて表示しておりましたが、当連結会計年度にお

いて負債及び純資産の合計額の100分の５を超えたた

め、区分掲記しております。

―――――――

――――――― （連結貸借対照表） 

 「繰延税金資産」（前連結会計年度３百万円）につ

いては、前連結会計年度において流動資産の「その

他」に含めて表示しておりましたが、当連結会計年度

において重要性が増したため、区分掲記しておりま

す。

――――――― （連結損益計算書）

 ①「休止固定資産保険料」（前連結会計年度１百万

円）については、前連結会計年度において営業外費用

の「その他」に含めて表示しておりましたが、当連結

会計年度において営業外費用の総額の100分の10を超え

たため、区分掲記しております。 

 ②当連結会計年度より、「連結財務諸表に関する会

計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）

に基づき、財務諸表等規則等の一部を改正する内閣府

令（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用し、

「少数株主損益調整前当期純利益」の科目で表示して

おります。

（連結キャッシュ・フロー計算書） 

 「有形固定資産の売却による収入」（前連結会計年

度０百万円）については、前連結会計年度において

「投資活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」

に含めて表示しておりましたが、当連結会計年度にお

いて重要性が増したため、区分掲記しております。

―――――――

――――――― （連結キャッシュ・フロー計算書） 

 「長期前払費用の取得による支出」（前連結会計年

度０百万円）については、前連結会計年度において区

分掲記しておりましたが、当連結会計年度においては

「投資活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」

に含めて表示しております。
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※１  当連結会計年度の直前連結会計年度における包括利益 

 
  

※２  当連結会計年度の直前連結会計年度におけるその他の包括利益 

追加情報

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

―――――――  当連結会計年度より、「包括利益の表示に関する会

計基準」（企業会計基準第25号 平成22年６月30日）

を適用しております。ただし、「その他の包括利益累

計額」及び「その他の包括利益累計額合計」の前連結

会計年度の金額は、「評価・換算差額等」及び「評

価・換算差額等合計」の金額を記載しております。

（８）連結財務諸表に関する注記事項

(連結包括利益計算書関係)

当連結会計年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日)

親会社株主に係る包括利益 △440百万円

少数株主に係る包括利益 ―百万円

計 △440百万円

その他有価証券評価差額金 58百万円
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前連結会計年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日) 
  

 
(注) １ 事業区分は、事業の種類・性質の類似性等を勘案して決定しております。 

２ 各事業区分の主要な製品又は業務 

(1) 化学品事業………有機酸製品、有機酸系誘導品、キノン系製品 

(2) その他の事業……施設の管理運営他 

  
  

前連結会計年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日) 

 在外連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

前連結会計年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日) 

  

 
(注) １ 海外売上高は、親会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。なお、連結子会社の海外売上高

はありません。 

２ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

３ 各区分に属する主な国又は地域 

(1)アジア………………中国、マレーシア 

(2)北米…………………アメリカ 

(3)欧州…………………ドイツ、イギリス 

(4)その他の地域………ブラジル 

  

(セグメント情報等)

(事業の種類別セグメント情報)

化学品事業
(百万円)

その他の事業
(百万円)

合計
(百万円)

消去又は 
全社(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

  売上高

 (1) 外部顧客に対する売上高 13,878 163 14,042 ─ 14,042

 (2) セグメント間の内部売上高 
   又は振替高

─ 108 108 (108) ─

計 13,878 271 14,150 (108) 14,042

 営業費用 14,109 266 14,376 (119) 14,256

 営業利益又は営業損失（△） △231 5 △225 11 △214

Ⅱ 資産、減価償却費、減損損失及び資本 
  的支出  

  資産 19,322 91 19,413 (35) 19,378

  減価償却費 819 1 820 (10) 810

  減損損失 434 ─ 434 ─ 434

  資本的支出 1,208 4 1,213 (0) 1,213

(所在地別セグメント情報)

(海外売上高)

アジア 北米 欧州 その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 1,267 264 54 19 1,606

Ⅱ 連結売上高(百万円) 14,042

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％)

9.0 1.9 0.4 0.1 11.4
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１  報告セグメントの概要 

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であ

り、取締役会が経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっている

ものであります。 

当社は化学品事業を、当社の連結子会社はこれに関連する事業を行っており、化学品事業においては当

社が、関連する事業においては当社の連結子会社がそれぞれ包括的な戦略を立案し、事業活動を展開して

おります。 

従って、当社グループは化学品事業、これに関連する事業から構成されており、「化学品事業」及び

「その他の事業」の２つを報告セグメントとしております。 

「化学品事業」は有機酸製品、有機酸系誘導品及びキノン系製品の製造、販売を行っており、「その他

の事業」は施設の管理運営、警備、その他のサービスを行っております。 

  

２  報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成の基本となる重要な事項」に

おける記載と概ね同一であります。 

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。 

セグメント間の内部利益及び振替高は市場実勢価格に基づいております。 

  

３  報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

  前連結会計年度(自  平成21年４月１日  至  平成22年３月31日) 

 
(注) １．調整額は、以下のとおりであります。 

 (1)セグメント利益の調整額11百万円は、グループ内設備取引に係る未実現利益実現等によるものであります。

 (2)セグメント資産の調整額△35百万円は、主にグループ内設備取引に係る消去であります。 

 (3)セグメント負債の調整額△11百万円は、債務の相殺消去であります。 

２．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

(セグメント情報)

(単位：百万円)

報告セグメント
調整額 
(注)１

連結財務諸表
計上額(注)２

化学品事業 その他の事業 計

売上高

  外部顧客への売上高 13,878 163 14,042 ― 14,042

  セグメント間の内部 
  売上高又は振替高

― 108 108 △108 ―

計 13,878 271 14,150 △108 14,042

セグメント利益又はセグメン
ト損失（△）

△231 5 △225 11 △214

セグメント資産 19,322 91 19,413 △35 19,378

セグメント負債 6,871 39 6,910 △11 6,899

その他の項目

  減価償却費 819 1 820 △10 810

  有形固定資産及び 
  無形固定資産の増加額

1,681 4 1,686 △0 1,685
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  当連結会計年度(自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日) 

 
(注) １．調整額は、以下のとおりであります。 

 (1)セグメント利益の調整額８百万円は、グループ内設備取引に係る未実現利益実現等によるものであります。

 (2)セグメント資産の調整額△29百万円は、主にグループ内設備取引に係る消去であります。 

 (3)セグメント負債の調整額△11百万円は、債務の相殺消去であります。 

２．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

(追加情報) 

当連結会計年度より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号 平成21年３月

27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20号  平成

20年３月21日)を適用しております。 

(単位：百万円)

報告セグメント
調整額 
(注)１

連結財務諸表
計上額(注)２

化学品事業 その他の事業 計

売上高

  外部顧客への売上高 15,590 83 15,673 ― 15,673

  セグメント間の内部 
  売上高又は振替高

― 115 115 △115 ―

計 15,590 198 15,789 △115 15,673

セグメント利益 236 0 236 8 245

セグメント資産 19,758 74 19,832 △29 19,803

セグメント負債 7,300 25 7,325 △11 7,313

その他の項目

  減価償却費 839 1 840 △8 831

  有形固定資産及び 
  無形固定資産の増加額

1,262 ― 1,262 △0 1,262
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当連結会計年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日) 

１  製品及びサービスごとの情報 

   セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。 

  

２  地域ごとの情報 

(1) 売上高 

 
 (注) 売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。 

  

(2) 有形固定資産 

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超える

ため、記載を省略しております。 

  

３  主要な顧客ごとの情報 

 
  

当連結会計年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日) 

 該当事項はありません。 

  

当連結会計年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日) 

 該当事項はありません。 

  

当連結会計年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日) 

 該当事項はありません。 

(関連情報)

(単位：百万円)

日本 アジア 北米 その他 合計

13,894 1,220 428 131 15,673

(単位：百万円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

㈱ジェイ・プラス 7,754 化学品事業

オー・ジー㈱ 1,006 化学品事業

(報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報)

(報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報)

(報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報)

川崎化成工業㈱ （4117）　　平成23年3月期決算短信

－ 23 －



  

 
  

前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

  該当事項はありません。 

  

当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

  該当事項はありません。 

  

(１株当たり情報)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

 

１株当たり純資産額 322.15円

１株当たり当期純損失 △12.90円

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、１株当たり当期純損失の計上のため、並びに潜在株

式がないため、記載しておりません。

 

１株当たり純資産額 325.84円

１株当たり当期純利益 6.86円

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式がないため、記載しておりません。

 

１株当たり当期純損失の算定上の基礎  

連結損益計算書上の当期純損失 △499百万円

普通株式に係る当期純損失 △499百万円

 普通株主に帰属しない金額の主要な内訳

 該当事項はありません。

普通株式の期中平均株式数      38,745,732株

 

１株当たり当期純利益の算定上の基礎  

連結損益計算書上の当期純利益 265百万円

普通株式に係る当期純利益 265百万円

 普通株主に帰属しない金額の主要な内訳

該当事項はありません。

普通株式の期中平均株式数      38,735,165株

(重要な後発事象)
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５.その他 

 

 役員の異動 

（１）代表者の異動 

 該当事項はありません。 

（２）その他の役員の異動（平成23年６月29日付） 

    新任監査役候補者 

      監査役（非常勤）  西舘 勇雄 

 

  （注） 西舘 勇雄氏は、社外監査役候補者であります。また、同氏は東京証券取引所の定める 

独立役員の要件を満たしております。 

 

以上 
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